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I はじめに
張氏の大学院入学が認められた後、直ちに修士論文のテーマについて相談し、これを「中国
における企業形態」とすることにした。このテーマの選択は張氏の意向に基づくものであるが、
以前に私が中国の社会科学院の研究者に「中国における企業形態」について質問したこともそ
の背景にある。私の質問に対して、その研究者は「簡単には説明できない」と答えられた。私
はこの「簡単には説明できない」ということに何となくこだわっていた。
張氏は昨年春に帰国し、その折りに「中国における企業形態」に関する文献を収集してきた。
この中に中国の国家統計局と国家工商行政管理局の作成した『企業登記類型の区分に関する規
定』（1998年）があり、この規定において「中国における企業形態」の分類が定義されていた。
これはまさに「簡単には説明できない」多様な企業形態であった。
「中国における企業形態」の多様性に強い関心を持ったのであるが、同時に、おそらくこの
「中国における企業形態」の全貌はわが国にまだ充分に紹介されていないであろうと考えた。こ
のため、張氏と協同で「中国における企業形態」を紹介する論文を書くことにした。
II 「中国における企業」の定義
１．背景　
本稿では「中国における企業」の形態を問題とするのであるから、「中国における企業」の定
義について明らかにしておくことが必要である。
しかし、今日の中国では「企業の概念」についての統一的な定義といえるものがないようで
ある。その理由は、1949年の中華人民共和国成立から今日まで、経済体制に重大な変化が生じ、
それに伴って「企業の概念」が変化してきていることにあるといえよう。
中華人民共和国における経済体制は1979年を境に大きく二区分できる。1979年を起点として、
いわゆる「改革・開放」政策がとられることになり、この政策では計画経済を市場経済に変更
する改革がなされた。
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また、1949年の中華人民共和国成立から1978年までについでも、この間の経済体制を三区分
することができる。
（ ） 1949年10月1日から1953年７月にかけての“新民主主義の経済”。
（ ） 1953年８月から1956年にかけてのいわゆる「過渡期総路線」。
（ ） 1956年から1978年にかけての“社会主義計画経済”。
したがって、このような経済体制の変化において、中国における「企業の概念」も変化して
きている。その要点を示すならつぎのようになる。
（イ） “新民主主義の経済”においては民族資産階級の資本主義私営企業が認められていた。
（ロ） 「過渡期総路線」においては私営企業が公私合営企業に、また公私合営企業が全人
民所有制企業（「国営企業」）に改造された。
（ハ） “社会主義計画経済”においては生産手段の完全な公有制を基礎とする全人民所有
制企業と集体所有制企業のみが存在した。
（ニ） 1979年以後は、香港・澳門・台湾を含む外資系の企業が出現し、私営企業制が導
入され、さらに国有企業および集体企業などにおける改革がなされている。
なお、初めて国営企業を国有企業と称したのは1992年10月に開かれた中国共産党14期全国代
表大会（以下では“党14期全代会”のように略称する）の時であった。この大会で、「国有企業」
という概念が提起され、1993年３月には憲法が修正され、公式に、「国営企業」を「国有企業」
と称することが定められた。
このような背景から、中国では日本などとは異なる「企業の概念」が存在することになる。
このため、日本などにおける「企業の概念」をもって中国の企業形態を考察しようとすること
には問題がある。
２．「非・社会主義計画経済」のもとでの「企業」
解放以前の中国は、私有経済を中心とする半封建・半植民地であった。しかし、1949年の新
中国建国後、共産党政権は、（イ）国民党の官僚、外国資本などによって私有されていた生産手
段を没収し、あるいは「段階的に封建的・半封建的土地所有制を農民的土地所有制に改める」１）、
ただし、（ロ）「労働者、農民、小資産階級および民族資産階級の経済的利益およびその私有財
産を保護する」２）、という二政策をとった。
（イ）の政策によって、生産手段の公有制に基づく公有制経済（主に全人民所有制経済、す
なわち国営経済）が形成された。
他方、（ロ）にみるように、生産手段の私有制に基づく民族資産階級の資本主義私営企業の存
在も認めた。しかし、これを認めながらも、次の方法によってこれを国家の管理下に置いた。
私営工業に対しては、国家による委託加工、統一的買い付け、一手販売を行なった。私営商業
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に対しては、国家による取り次ぎ販売、代理販売を行なった。
ただし、（ロ）の政策は当時の共産党政権が一時的に取らざるを得ない政策であった。その原
因は、主につぎの二点にある。
第一点は、初期段階における新政権は多くの階級を敵にしえなかったことである。第二点は、
表一から分かるように、中華人民共和国が成立した当時、公有制経済が国民経済に占めたシェ
アはまだ少なかった。このため、国民経済をはやく復興するには、表一に示したような、数多
く存在していた私営企業の力を借りることが不可欠であった。
表一　建国初期の中国工業総産値における各経済類型３）の総生産額と比率（単位：億元、％）
出所：中華人民共和国国家統計局編『中国統計年鑑』中国統計出版社、1984年、194頁。
３．「社会主義計画経済」のもとでの「企業」
1952年の土地改革と朝鮮戦争の終結によって、1953年８月に共産党政権は社会主義体制を確
立するために過渡期総路線、いわゆる「農業、手工業、資本主義商工業に対する社会主義的改
造」という政策を提起した。
この政策は、農民を農業生産合作社に加入させること、都市部の手工業者を手工業生産合作
社に加入させること、資本主義商工業の私営企業を公私合営企業に改造させることなどの政策
を通じて、生産手段の私有制を公有制に変更することを目的とした。
表一から判明するように、これは３年間でほぼ実現している。すなわち、生産手段の公的所
有制（全人民所有制と集体所有制）の実現である。
その後、1966年９月の公私合営企業における定息制の停止によって、生産手段の公有制が完
全に実現し、これを基礎に計画経済体制が確立することになった。
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全人民所有制
工業
集体所有制
工業
公私合営
工業
私営
工業
個体
工業
総 額 ％総 額 総 額 ％ 総　額 ％ 総　額 ％ 総　額 ％
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ただし、定息制とは、再評価された企業の固定資産額に応じて、一定の期間（企業の黒字・
赤字にもかかわらず）、定められた定額の利率を政府が資本家に対して支給するという制度であ
る。これには支払期限があり、満期によって支給は停止され、その時点からその企業は全人民
所有制の国営企業に転化することになった４）。
「社会主義計画経済」のもとでは市場原理を否定し、あらゆる商品の生産、配分などが国の
計画指令によって行なわれるため、「社会全体は一つの大きな企業である」という構造になる。
すなわち、「企業」の資金、人、物、情報という経営資源が全面的に国家によって統治、管理さ
れることになる。全国統一の国民経済計画が作成され、その計画において制定された指令性指
標が各「企業」に下達されることになる。このため、それぞれの「企業」は工場として製品を
生産する機能しか遂行しないことになる５）。
すなわち、「社会主義計画経済」における「企業」とは全人民所有制企業と集体所有制企業で
あり、これは、資本主義における企業概念と異なる。このような実状から、1980年代頃の中国
企業の実態を考察し、中日の企業事情を比較した小宮隆太郎氏は「中国には企業は存在しない、
あるいはほとんど存在しない」といった６）。
４．「社会主義市場経済」のもとでの「企業」
「改革・開放」という政策の実施によって、漸進的に市場経済のシステムが導入されてきて
いる。そのプロセスの中で、社会主義経済の二大特徴といわれている計画経済と生産手段の公
的所有制度がしだいに解消されてきた。
党14期全代会で「社会主義市場経済体制の確立」が提起され、計画と市場の二重経済構造か
ら市場経済を主体とする構造へ移行することになった。
1993年の憲法修正で、社会主義における市場経済を憲法に定め７）、社会主義経済の三本柱と
されていた「計画経済」、「人民公社」、「国営企業」という言葉がいずれも憲法から削除された。
生産手段の所有制度も単一な公的所有制（国家所有と集体所有）から多様な所有制へ転換され
た。このような所有制の変化に応じて、1988年、1993年、1999年、2004年の四度にわたる憲法
の修正がなされ、今日では生産手段の私有制度が認められるようになった。
また、2001年12月11日に実現したWTO加盟によって、中国における経済体制はさらに市場化
してきている。
社会主義から市場経済への移行によって、生産手段を私有する私営企業（民営企業）と外資
企業（外国投資家の投資によって設立された企業）が出現し、賃金労働者を雇用する「資本主
義的企業」が出現し、これらが成長しつつある。
一方、「改革・開放」後、“国営企業”を取り巻く経済的環境が急激に変化した。自由競争の
市場経済では、“元国営企業”の低効率化・非活性化が問題とされ、これを改善する改革・改造
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が重要な課題となっている。とくに、“元国営企業”を株式会社に組織変更する動きはこれも
「資本主義的企業」への改造であると理解できる。
５．中国における「企業の概念」
上述したような変遷を経た中国における「社会主義市場経済」のもとでの「企業」には二つ
の特徴が見られる。すなわち、その一つは国有企業、集体企業にみられる特徴であり、他の一
つは私営企業（民営企業）、外資企業にみられる特徴である。いずれも、社会主義市場経済にお
いて営利を目的とする企業なのであるが、前者は“公有財産制に基づき、運営は国家の管理下
にある”、後者は“私有財産制に基づき、事業者の自由裁量によって運営されている”のであ
る。
このような中国における独特な背景を理解するなら、中国における「企業の概念」は、むし
ろ「事業体」というより広義な概念で理解をすることが適切であろうと考える。
ただし、われわれの生活に必要な財貨・用役を生産・販売する活動を事業と定義し、事業を
実行する組織体を「事業体」と定義している。したがって、「事業体」には広く公企業、私企業、
その他の事業体も包含されることになる。
III 今日の中国における「企業形態」
中国の国家統計局と国家工商行政管理局は、工商行政管理部門に登記されている企業に対し、
1998年に『企業登記類型の区分に関する規定』（以下では『規定』とする）を制定した。この
『規定』によれば、今日の中国における企業形態は表二のように分類されている。
表二　中国の企業形態；法人数と従業員数（2001年）
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内資企業
国有企業
集体企業
股 合作企業
聯営企業
国有聯営企業
集体聯営企業
国有と集体聯営企業
其他聯営企業
有限責任公司
国有独資公司
其他有限責任公司
股 有限公司
私営企業
私営独資企業
私営合 企業
私営有限責任公司
私営股 有限公司
其他企業
2887403
354230
703197
144248
26685
4958
10380
5350
5997
258174
10217
247957
51872
1323057
570054
108908
605842
38253
25940
14860.75
4514.90
3173.18
548.80
138.63
31.73
41.07
39.79
26.03
2352.51
510.20
1842.30
904.25
3170.33
1174.54
277.07
1578.61
140.11
58.16
企業登記登録類型 法人数（社） 従業員人数（万人）
出所：国家統計局普査中心編『中国第二次基本単位普査資料匯編』中国統計出版社、
2003年、86頁。
以下では、関連する政府の法規および関連資料なども参照しながら、上述それぞれの「企業
形態」についてみていく。
１．国有企業：
『規定』の第三条では、国有企業について「企業資産の全部が国家に所有され、『中華人民共
和国企業法人登記管理条例』８）に基づいて登記された非公司制の経済組織である。有限責任公
司中の国有独資公司は国有企業から除かれている」と説明している。
中国の「国有企業」については多くの著書などに紹介されているのであり、周知のことであ
ろう。ただし、「非公司制」とはつぎのようである。なお、「有限責任公司中の国有独資公司は
国有企業から除かれている」という表現については後述する。
（ ）「非公司制」
今日の中国における企業関連の法は、国有企業、集体企業、私営企業、外資企業などを対象
とする「企業法」および有限責任公司、股 有限公司、外国会社およびその営業所を対象とす
る『中華人民共和国公司法』９）（以下に『公司法』と略称する）の二体系によって構成されて
いる。このような二体系となった主な原因は、1956年から1993年にわたる国有企業に対する改
革にある。
当初、国有企業の改革では、組織を変更することなく、政府と“経営陣および従業員”の間
で、権利・責任・利益をいかに調整すれば企業利潤の増加を実現できるかを中心に検討されて
いた。具体的には、“経営陣および従業員”への“放権譲利”である。“放権譲利”には、（イ）
中央政府に属する中央企業の管理権を省および省以下の各地方政府に移行する、（ロ）企業の経
営管理の自主権を拡大させる、（ハ）経営請負責任制を採用する、という三方法があった。
しかし、国有企業の問題は組織を変更しない限り、いかなる方法を取ってもうまく解決でき
香港、澳門、台湾商投資企業
合資経営企業（香港あるいは澳門、台湾投資）
合作経営企業（香港あるいは澳門、台湾投資）
香港、澳門、台湾商独資経営企業
香港、澳門、台湾商投資股 有限公司
外商投資企業
中外合資経営企業
中外合作経営企業
外資企業
外商投資股 有限公司
全国合計
81689
31370
8253
40730
1336
56770
23870
3720
28199
981
3025862
997.44
394.71
103.65
469.13
29.94
644.04
336.92
42.19
247.07
17.87
16502.22
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なかった。
このため、1993年11月の“党14期３中全会”で“新しい企業制度を創設すべき”ことが強調
され、“現代企業制度の樹立”が提起された１０）。“現代企業制度”とは“現代公司制度”を指す
のである。この決定によって国有企業を公司制度へ改革する方向が定められた。1994年11月の
国務院の会議において100社の国有企業を選出し、これらを公司制度へ改造する試みが始まった。
この結果、1995年から1998年にこのうちの48社が上場されるようになっている１１）。
とくに、1999年9月の“党15期４中全会”において、国有の大・中型企業については、標準化
された会社制への改革を実行すること、公司制の導入は現代企業制度の意図するところである
こと、コーポレート・ガバナンスは公司制の核心であることが指摘された。コーポレート・ガ
バナンスでは株主総会、取締役会、監事会および経営陣の職責を明確にし、各々がその責任を
果たし、協力して運営にあること、およびチェック・アンド・バランスが機能しなければなら
ないことが重視された。
これによって、国有企業の改革はより具体的に展開されることになった。
上述した『中華人民共和国全人民所有制工業企業法』１２）と『公司法』の整備、および国有
企業の「現代企業制度」への改造などによって、「未改制」の国有企業と「公司制」に「改制」
した国有企業とに分かれることになった。ここで使われている「非公司制」とは、「未改制」の
国有企業を指すのである。
２．集体企業：
集体企業とは邦訳するなら「集団企業」である。
『規定』の第四条では、集体企業について「企業の全資産が集体に所有され、『中華人民共和
国企業法人登記管理条例』に基づいて登記した経済組織である」と説明している。
しかし、この説明では、集体企業を十分に理解することはできないといえよう。とくに、「集
体」とは何を意味しているのかが明らかではない。
集体企業に関して国務院は『中華人民共和国郷村集体所有制企業条例』１３）、および『中華人
民共和国城鎮集体所有制企業条例』１４）を公表した。この二つの根拠条例に基づいて、集体企
業は郷村集体所有制企業と城鎮集体所有制企業に分けられている。
（ ）「郷村集体所有制企業」
『中華人民共和国郷村集体所有制企業条例』の第二条では、郷村集体所有制企業の範囲につ
いて「郷（鎮を含む）および村（村民のグループを含む）の農民集体によって行われる企業に
適する」と説明している。すなわち、「郷村集体所有制企業」は、主に、「農村における集体所
有制企業」を指すのである。
ここで、「農村企業」発展の三段階（「農村副業」、「社隊企業」および「郷鎮企業」）から、
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「郷村集体所有制企業」についてより明らかにしていきたい。
（イ） 「農村副業」
1953年８月から1956年の「社会主義的改造」では、生産手段の集体所有に基づく農業生産合
作社を設立した。農業生産合作社は、農村における「集体所有制企業」の雛形となる「農村副
業」、すなわち“工業副業に従事する小規模製造工場”をつぎつぎに設立した。「農村副業」は
農業合作社に加入した農村において“手工業あるいは手工業の兼業”に従事していた農民を主
な従業員としていた。
（ロ） 「社隊企業」
1958年３月の中共中央の会議において、小型の農業合作社を合併して大型化（大社）し、人
民公社とすることが採択された。これによって、大社に転換するブームが始まり、全国の74万
以上の農業合作社が同年の10月までに2.6万の人民公社に転換され１５）、農村における人民公社化
が完成した。
農村における人民公社の設立では、農業生産合作社によって所有されていた土地と他の生産
手段、および人民公社社員になった農民が個人で所有していた自留地、家屋敷、家畜（少量の
家畜を除く）、樹木などが全て無償で人民公社に譲渡された。
農村の人民公社はただ農業生産だけでなく、工業生産も行っている。1958年４月の政府の
『地方工業を発展する問題に関する意見』において「農村工業」という言葉が初めて提起された。
同年の8月に、第8期中共中央政治局の拡大会議において人民公社が農村工業の発展に応じるこ
とが提起され１６）、この政策に基づいて、人民公社が多くの小型の錬鉄、鉱山、炭鉱、農業機械
製造、セメント、食品加工、交通運輸などを実行した。
1958年12月に人民公社がさらに工業を実行していくべきことが指摘され１７）、人民公社の工業
は、農業に附属した副業の地位から独立した地位に変わった。1959年６月には全国の人民公社
による工業企業は70万社以上になり、その総生産額71億元は全国の工業総生産額の10％を占めた１８）。
しかしながら、その後、人民公社に種々の問題があることを中央政府が認識し、人民公社の
規模を縮小する方針が下された。
さらに、1960年から1962年にかけて、中共中央は生産手段などを人民公社・生産大隊・生産
隊（生産小隊）で所有する（三級所有）方針を下した。三級所有体制が実現した後、農業生産
は生産隊ごとに共同で行われることになり、公社工業は社隊工業に転換し、社隊が行う農業や
養殖場などの企業は「社隊企業」と呼ばれるようになった。ただし、社は人民公社を指し、隊
は生産大隊および生産隊を指す。
（ハ） 「郷鎮企業」
1978年12月の“党11期３中全会”は、「全党の活動の重点を1979年から社会主義的現代化の建
設に移行する」という重大な決定を下した。いわゆる「改革・開放」の幕開けである。
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この政策に基づいて、1980年９月に、中共中央は農民の志願による農村家庭生産請負制度を
認めた。この制度によって、農業生産の主体が生産隊から個別の農家に移行され、人民公社の
生産機能が縮小することになった。また、農村における経済体制の改革により行政と経済の分
離が行われた。具体的には、人民公社を廃止し、郷鎮政府の設立が定められ１９）、また、生産隊
を廃止して村民委員会が樹立された。
この結果、1984年までに、全国の99％以上の農村人民公社が政社分離を完成させ、9.1万の郷
（鎮）政府が設立され、92.6万の村民委員会が樹立された２０）。人民公社はほぼ解散され、1993年
の憲法修正で人民公社という言葉が正式に憲法から削除されることになった。また、人民公社
の解散後、社隊企業は郷（鎮）あるいは村によって所有されるようになった。
1984年３月１日に党中央と国務院は、農牧漁業部の『社隊企業の新局面を切り開くことに関
する報告』を批准し、社隊企業が正式に「郷鎮企業」と定められることになった。
その後、郷鎮企業の発展が促進され、1996年10月に『中華人民共和国郷鎮企業法』が可決さ
れ、1997年１月１日から施行された。
（ ）「城鎮集体所有制企業」
『中華人民共和国城鎮集体所有制企業条例』の第二条では、城鎮集体所有制企業の範囲につ
いて「郷村の農民集体によって行われる企業を除く、城鎮における各種の業種および各種の組
織形式の集体所有制企業に適する」と説明している。すなわち、「城鎮集体所有制企業」は、主
に、「都市における集体所有制企業」を指すのである。
「都市における集体所有制企業」は、主に、（イ）「社会主義的改造」、（ロ）「大躍進」および
「城市人民公社」運動、（ハ）「上山下郷」の三段階に伴って発展した。この三段階の関連から、
「城鎮集体所有制企業」についてより明らかにしていく。
（イ） 「社会主義的改造」
1953年８月からの「社会主義的改造」では、都市において、生産手段の集体所有に基づく手
工業生産合作社などの組織が設立された。手工業生産合作社は、都市における「集体所有制企
業」の雛形である。
（ロ） 「大躍進」および「城市人民公社」運動
1958年５月の「社会主義建設総路線」の政策２１）によって、「大躍進」２２）と「人民公社」運
動が本格的に始まった。
城市における人民公社の設立は、『人民公社について若干の問題に関する決議』２３）の中で初
めて提起された。1960年３月までに25の省、直轄市、自治区において598の城市人民公社が設立
され、人民公社の人口は1800万人に達した２４）。
短期間に農業国から工業国に転換するため、「全民弁工業、大錬鋼鉄」（工業が全人民によっ
て行われ、鉄鋼を大いに錬る）の運動が始まり、多くの集体所有制工業企業が人民公社および
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城市街道弁事処によって設立された。
しかし、「大躍進」は経済の大混乱を招いた。このため、1960年の秋に政府はこれを調整する
方針を下し２５）、数多く存在した集体所有制の中小企業に対して“関・停・併・転”（廃業・休
業･合併・転業）という政策を取った。それによって、国内の工業企業の数は1959年の31.8万社
から1962年の19.7万社に減少した２６）。
他方、手工業についても、1958年７、８月に、中華全国合作総社が会議を開き、手工業合作
社は全人民所有制に移行すべきとされた。結果として、もとの合作社集体経済を継続したのは
わずか13.3％にすぎなかった２７）。しかし、全人民所有制への転換は手工業の生産効率を抑えた
ので、国家の負担になった。このため、1961年に、中央政府は“全人民所有制に適応しない企
業はもとの集体所有制手工業合作社に戻るべき”ことを指摘した２８）。この政策はその後維持さ
れた。
（ハ） 「上山下郷」知識青年の都市への帰還
「上山下郷運動」は、都市の知識青年を農村へ行かせて、知識を持った新農民にさせること
を目的としていた。「運動」は、1953年12月に「高小卒業生を農業生産労働に参加させよう」と
いう『人民日報』の社論の公表によって開始された。しかし、1981年11月に中共中央が労働部
門に「上山下郷」知識青年の残留問題を統一的に管理させることを決定し、これによって終結
した。
「上山下郷運動」の真の目的は、「わが国の50年代における人口増加、経済のおくれによる就
職難などの問題解決を目的とし、制定された政策であった｡」２９）
“文化大革命”（1966年から1976年）の期間だけで1600万人以上の知識青年が「上山下郷」し
たが、“文化大革命”の終結に伴い、1000万人以上が都市部に帰還してきた。このため、かれら
の就職が重要かつ急務な問題になった。
当時は単一な公有制経済体制であったが、国有企業が就職の受け皿としての役割を果せなか
ったので、集体経済を発展させなければならなくなった。具体的には、主に、（イ）無職青年が
資金の自己調達によって行う合作社および合作グループ、（ロ）国営企業が従業員の子供の就職
を解決するための“全民弁集体”、（ハ）街道弁事処によって行われる合作聯社などの集体所有
制の企業が多く設立された。ただし、全民弁集体とは、国有企業の技術、経営管理経験、余剰
の設備および材料を利用した集体企業である３０）。
３．股 合作企業
股 という言葉は邦訳するなら“株式”である。
『規定』の第五条では、股 合作企業について「合作制度を基礎とし、従業員全員の投資と
社会的な資産投資とから構成される。自主経営、損益の自己負担、共同労働、民主管理、労働
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に応じた分配および出資額に応じた配当を実行する集体経済組織である」と説明している。
股 合作制は、股 制（株式制）を採用した合作経済であり、株式制と合作制の利点を生か
すものとして成立した。1980年代初期に農村部で出現した集体経済に属する新しい経済組織で
ある。当時、多くの郷鎮政府は地域の経済発展を促すために、既存の郷鎮企業の規模を拡大し
たり、新しい企業を樹立したりしていた。そこでは、従業員に出資させる、および出資を条件
として就職させることが行われ、この二方法で郷鎮企業の資金不足と農村部における就職難を
解決しようとした。
同時に、運輸、建築、サービスおよび小規模加工業に従事している一部の個体戸が資金連合
と労働連合の方法で生産規模を拡大したり、競争力を高めたりするために股 合作制の企業方
式を採用した。
股 合作制は、実践のプロセスにおいて制度を改善し、農村小企業における重要な企業形態
になっている。また、1980年代後半からの都市小企業の改造においても、農村の股 合作制の
経験を参考に、各地で股 合作制が試行されるようになった。
さらに、“党14期３中全会”において、小型国有企業、城鎮集体企業の改造において股 合
作制を採用することが一つの方法として提起された。
今日、股 合作企業に関する法律はまだ定められていない。このため、農業部によって公表
された『農民股 合作企業暫定規定』３１）と旧国家体制改革委員会によって公表された『都市
股 合作制企業の発展に関する指導意見』３２）を参考にして、股 合作企業の特徴をつぎのよう
にまとめてみる。
（イ） 従業員は出資者（株主）でもあり、労働者でもあるので、共同出資、共同労働、リ
スクの共同分担となっている。
（ロ） 企業の最高権利機関は従業員によって構成される株主総会である。株主総会におけ
る議決権は1人１票であり、株主は平等の議決権をもつ（民主管理）。
（ハ） 株主の責任は有限責任であり、企業が負債に対して全資産をもって責任を負う。株
主は株式を返却する（出資を取り戻す）ことができない。
（二） 労働に応じた分配および出資額に応じた配当が実行され、従業員全員が企業の利益
を共有する。
４．聯営企業
『規定』の第六条では、聯営企業について「所有制（企業形態）が同一あるいは相違する二
つ以上の企業法人あるいは事業単位法人３３）が志願、平等、相互利益、を原則とし、共同の投
資によって設立する経済組織である」と説明している。
聯営企業は、1978年以後の経済改革によって新しく出現した企業形態であり、企業集団形成
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の中心となるものである。今日、聯営企業に関しては『郷鎮聯営企業暫定規定』３４）のみが定
められている。このため、聯営という概念の成立および企業集団発展のプロセスから聯営企業
および企業集団を明らかにしていきたい。
1979年以前、国営企業は、主に、中央の各部および各委員会に所属する「中央国営企業」、地
方政府に所属する「地方国営企業」の二種類に分けられていた。この「条塊分割」（中央と地方
の分割）は部門（産業）間の障壁、地方の保護主義を生み、全国統一の市場の形成を大きく妨
げていた。
この局面を打破するため、国務院が『経済聯合の促進に関する暫定規定』３５）を制定した。
この規定において経済聯合の原則が示され、地域の閉鎖性や縦割り行政の弊害が改善されるよ
うになった。これによって、横の経済聯合組織である聯営企業が多く出現することになった。
第一号の聯営企業は第二自動車製造工場を中心とした、杭州自動車製造工場、広州自動車製造
工場などの八地域の八自動車工場を聯合した東風自動車工業聯営公司であった３６）。
横の経済聯合を通じて商品経済市場をさらに発展させるため、『一層に横の経済聯合の促進に
関する若干問題の国務院の規定』３７）が制定された。これは有名な“横の経済聯合30条”であ
り、横の経済聯合の原則および目標などの八方面について30箇条が定められ、および初めて聯
合の三方式（緊密型、半緊密型、緩和型）や“企業集団”という概念が提起された。これによ
って省、市を跨ぐ経済聯合組織が次々と設立され、区域経済の発展が促進された。
1987年末、旧国家経済委員会、旧国家体制改革委員会が企業集団を発展させる提案をし、企
業集団の発展を経済体制改革の重要な措置とした。これに応じて、『企業集団の樹立および発展
に関するいくつの意見』３８）が制定された。この意見において企業集団の概念、企業集団の樹
立の原則・条件、企業集団の内部管理および企業集団発展の外部条件が提起された。横の経済
聯合の発展が初期の緩和型を主体とする聯営企業から、標準化された企業集団になるという新
たな段階に入った。
1990年の『国民経済・社会発展の十年企画および“八五”計画』の中に、旧国家体制改革委
員会の『企業集団発展の促進に関する意見』（1989年）を採用し、“計画的に地区および部門を
跨ぐ企業集団を樹立する”ことが明確にされた。
1991年12月に、国務院は『企業を選択し、大型企業集団へ試行することに関する伺い』３９）
を許可した。企業集団試行の目的、目的達成の条件、試行企業の選択原則、試行企業集団の管
理体制など、および選択した55社に関して国務院の意見を伺った。これによって企業集団の設
立が本格的に始まった。当時、企業集団は、主に政府の行政指導によって、交通、エネルギー
基礎産業、機械・電子、建築材料などの重要な中堅企業を中心とし設立された。
他方、農村における聯営企業および企業集団を標準化して発展させるために、1992年１月に
農業部が『郷鎮聯営企業暫定規定』および『郷鎮企業による企業集団の樹立および発展の暫定
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弁法』を制定した。
その後、試行企業集団が調整され、1995年までに57社になった。ただし、試行によって企業
集団のメリットがリーダーたちに認識されて、1996年８月の国務院第117回総理弁公会議におい
て旧国家経済貿易委員会の企業集団試行の拡大という意見が採択された。これに応じて、『大型
企業集団の試行を深めることに関する意見』４０）では、第二回目の63社の試行企業を定めた。
これらの企業は1997年４月の国務院15号文書によって正式に確定され、試行した国家大型企業
集団は120社になった。
“党15期全代会”において企業集団の発展が、行政指導ではなく、市場（競争）を通じて進
められることを指示した。企業集団に対する認識が高められることを示した。
企業集団の登録・管理を強化し、企業の組織および経営を標準化するため、『企業集団登録管
理暫定規定』４１）が制定された。この規定において、企業集団の定義、構成、具備すべきの条
件、登録・管理の方法などがより詳しく定められた。標準化された企業集団の発展にとっての
基本的な条件を提供した。
経済の発展に伴って、国内企業の規模が拡大しつつあるとはいえ、世界の多国籍企業と比べ
ると、依然として大きな格差が存在している。また、企業は様々な深刻な問題を抱えている。
WTO加盟後、多国籍企業進出の増加によって、国内企業がさらに激しい市場競争に直面するこ
とが予測され、『中華人民共和国国民経済および社会発展の第十の五ヶ年計画綱要』４２）が定め
られた。この綱要で、厳しい市場競争を生き抜くために、企業集団の発展に新たな方向が指示
された。
この政策に応じて、『国際競争力のある大型企業集団の発展に関する指導意見』４３）が制定さ
れた。この指導意見において、大型企業集団形成の原則、目標、内容および要求、実施の方法
が定められた。企業集団の今後の発展が注目されている。
５．有限責任公司
上述したように、国有企業の改革に応じて『公司法』が1994年７月１日から実施された。こ
の『公司法』において「公司とは、この法律に基づいて設立された有限責任公司および股 有
限公司とする」４４）と定義している。有限責任公司でいう公司とは邦訳するなら「会社」であ
るので、有限責任公司とは「有限会社」である。
『規定』の第七条では、有限責任公司について「『中華人民共和国公司登記管理条例』４５）に
基づいて登記し、２人以上50人以下の社員が共同出資し、社員は有限責任を負い、（中略）。有
限責任公司には国有独資公司と国有独資公司以外の其他有限責任公司が含まれる。
国有独資公司とは、国家が授権した投資機構もしくは国家が授権した部門が単独で投資した
有限責任公司である。其他有限責任公司とは、国有独資公司以外の其他有限責任公司である」
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と説明している。
『公司法』によれば、国有独資公司と其他有限責任公司との主な区別は表三のように整理で
きる。また、『公司法』において「有限責任公司は企業法人とする」４６）としている。
表三　『公司法』による国有独資公司と其他有限責任公司との主な区別
『公司法』に基づき筆者作成。
ただし、「国家が授権した投資機構もしくは国家が授権した部門」とはつぎのように考えられ
る。
国有企業の改革に伴い、国有資産管理体制の整備が急務になった。1988年８月に、国有資産
の管理という役割を果たす国家国有資産管理局が国務院によって設立された。これは国有資産
の管理体制の改革に着手したことを示すものであった。
“党14期３中全会”において、国有資産の「国家による所有、政府各級による監督・管理、
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設立（社員の数）
社員総会
監事会
董事および董事会
（取締役および取
締役会）
国家授権の機構もしくは国家授権の部門の単独
出資で設立する（第20条）
不設置。
会社の重大事項は董事会によって決定される。
ただし、会社の合併、分割、組織変更・解散、
資本の増加（減少）および社債券の発行は、国
家授権の機構もしくは国家授権の部門によって
決定されなければならない（第66条）
規定がなし
３人以上９人以下で構成され、労働者の代表を
含めなければならない（第68条）
２人以上50人以下の社員の共同出資で設立する
（第20条）
全社員によって構成され、公司の意思決定機関
である（第37条）
（イ）大規模の場合、3人以上で構成される監事
会を置き、社員の代表と労働者の代表で構成さ
れる。その構成割合は定款で定める。（ロ）社員
数の少ない場合、もしくは小規模の場合、１名
ないし２名の監事を置くことができる（第52条）
（イ）３人以上13人以下で構成される。ただし、
２社以上の国有企業もしくは２者以上の国有投
資主体が投資して設立した有限責任公司は、董
事会に労働者の代表を含めなければならない
（第45条）。（ロ）社員数の少ない場合、もしくは
小規模の場合、董事会を置かず、１名の執行董
事を置く（51条）
項目
公司名称
国有独資公司 其他有限責任公司
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および企業の自主経営」である「政資分離」（政府による公共政策の制定と国有財産権の所有）
という概念が初めて提起された。
この後、“三級構造”という思考が一般的に認められた。第一級の政府（中央政府および地方
政府）に国有資産管理委員会を設け、これが国有資産の所有者としての役割を果たす。しかし、
第一級の政府に属する国有企業の数があまりにも多いので、その下に第二級である「国家が授
権した投資機構」（『公司法』第64条）を設けた。“国家投資会社、国家持ち株会社、国有資産経
営会社、条件を満たす企業集団の親会社など”が「国家が授権した投資機構」として考えられ
ていた。これらの機構は第三級となる“改制した国有企業”（国有独資会社、国家による支配会
社、および国家による株式所有の会社）に対し、出資者としての権利を行使する４７）。
1993年以後、上海、深 などの各地において、国有資産の“三級”管理体制が着手された。
なお、国有独資公司は『公司法』に基づく有限責任公司に転換した「公司制の経済組織」と
なった国有企業である。このため、『規定』において「国有企業は非公司制の経済組織である」
とされているので、この条件を満たさなくなるため「有限責任公司中の国有独資公司は国有企
業から除かれる」ことになる。
６．股 有限公司
股 有限公司とは邦訳するなら株式会社である。
『規定』の第八条では、股 有限公司について「『中華人民共和国公司登記管理条例』に基づ
いて登記し、全資本を均一金額の株式に分割し、株式発行によって資本を調達し、株主はその
出資額を限度とした有限責任を負い、会社がその全資産をもって会社債務に対し責任を負う経
済組織である」と説明している。
また、『公司法』では「股 有限公司は企業法人とする」４８）としている。
股 有限公司の成立と発展は国有企業における「株式制」改造と密接な係わりがある。この
ため、「株式制」改造のプロセスについてみてみたい。ただし、「株式制」改造は股 合作制、
股 有限公司、有限責任公司の三方法があるので、この改造のプロセスでは股 合作制、有限
責任公司についても言及していくことになる。
上述したように（P.６）、国有企業を活性化するために、1956年から主に“内部調整”の改革
を行っていた。しかし、（イ）組織を変更しない国有企業の改革、（ロ）財産権の所有制度を改
革しない国有企業の改革では、いかにしても問題をうまく解決できなかった。
このため、1980年代の半ば頃から、財産権の所有に関する制度の改革試行、いわゆる「株式
制」改造が始まった。ただし、「株式制」が試行されることになった先行事例にはつぎのような
ものがある。第一点は、建国初期の「社会主義的改造」において「株式制」によって資本主義
商工業を公私合営企業に改造しえたこと。第二点は、「改革・開放」後、農村における社隊企業
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が「股 合作制」の採用によって資金不足を克服し、企業の活性化を実現したこと。第三点は、
1984年に、北京駐在世界銀行の事務所が、中国経済に関する報告書の中に初めて、国有企業の
改革では資本主義国家の株式制を参考にし、これによって国有企業の「政企不分」（政府による
経済管理と国有財産権の所有）による欠陥を解決できることを提案したこと、であった。
国務院のトップリーダーたちは世界銀行の提案を非常に重視し、旧国家経済体制改革委員会
に真剣に検討させた。この結果、1984年４月に、旧国家経済体制改革委員会は城市経済体制改
革試行について会議を開いた。会議において、“従業員による投資、年末に投資額に応じる配当”
という株式制をもって城市集体所有制企業および国営小型企業の改革を進めることが指摘され
た。
1984年7月25日に、新中国における最初の股 有限公司である北京天橋百貨股 有限公司が設
立された。定款は、国外企業を参考しながら、旧中国時期の株式制を合わせて作成した。なお、
１株５万元であり、総額は300万元とされた。しかし、股票（株式）は“保息還本”（元本の返
済と利息支払いの保証）であるため、通常の株式制とはいえない。
1985年までに、軽工業、林業、水産業などに株式制が導入された。さらに、1986年７月、国
務院は全国的金融企業である“交通銀行”の再建において金融業では最初の株式制導入をした。
その後、『企業改革の深化、企業活性の促進に関する国務院の若干規定』４９）において株式制
を採用すべき”ことが指摘され、企業の株式制改造が一層速い発展の段階に入った。また、
1987年10月の“党13期全代会”において“改革に伴って出現した株式は国家、部門、地方、企
業および個人によって所有され、社会主義における企業財産形成の一方式であり、継続して試
行すべき”ことが指摘された５０）。これをきっかけに各地において株式制を導入する企業が増え
てきた５１）。
しかし、一部の地域や企業において、株式制改造における国家資産の過小評価あるいは配当
率の引き上げなどによる、国家資産の収奪という問題が起こった。そのため、国務院が『股票
および債券の管理強化に関する国務院の通知』（1987年３月28日）を公表した。また、1989年旧
国家体制改革委員会の股 制試行の健全な発展に関する通知において、株式制試行は主に株式
を公開しない導入をすべきことが指摘された。さらに、旧国家体制改革委員会の企業改革を深
め、企業管理を強化することに関する意見（1990年４月10日）において株式制試行を続ける三
方針が指摘された。その三方針とは、（イ）企業間の株式相互保有を積極的に推進すること、
（ロ）従業員持株制を拡大せず、既存の従業員持ち株制については問題を是正すること、（ハ）
株式の公開発行は上海と深 に限定することである。これによって企業の株式制改革が新たな
段階に入った。
その後、上海証券取引所が1990年11月26日に成立し、12月９日に営業開始、上場した公司は8
社であった。深 証券取引所が1990年12月1日に成立し、1991年７月３日に営業開始、上場した
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公司は５社であった。
1992年の年初に、鄭小平が南方視察で株式制の安全性や“社会主義”における普及について
考察すべきとした。同氏は株式制の普及を強く支持したのであり、これによって株式制の試行
は拡大し、関連する法規は次々と制定された。
1992年５月15日に、旧国家体制改革委員会、旧国家計画委員会、旧国務院生産弁公室、財政
部、中国人民銀行が共同で『股 制企業試行弁法』を制定した。この弁法では、株式制の原則、
試行の範囲、株式制企業の組織形態、株式の権利と義務、従業員持株および政府の株式制企業
に対する管理などを具体的に規定した。
これと同時に、旧国家体制改革委員会が他の部門と共同で『股 有限公司規範意見』、『有限
責任公司規範意見』を制定し、公表した。二つの規範意見は、股 有限公司と有限責任公司の
設立条件、出資方式、株主の構成、株式の譲渡、コーポレート・ガバナンス、合併・分割、解
散・清算などを規定した。
株式制改革を指導するため、1992年10月に、国務院証券委員会と中国証券監督管理委員会が
設立された。
“党14期全代会”における江沢民の報告の中において、“社会主義市場経済の樹立”が提起さ
れ、また、株式制を積極的に導入することが必要であり、関連の法規を急いで制定すべきこと
を指摘した。株式制が国有企業、集体企業の改革において重要な方法であることが認められた。
“党14期3中全会”において“現代企業制度の樹立は国有企業改革の方向であり、国有企業の
公司制の実行は現代企業制度の樹立に役に立つ探求である”ことが指摘された。これは国有企
業の改革が制度の新機軸に基づく段階に入ったことを示した。
なお、『公司法』は1994年７月１日から実施されたのであるが、株式制企業の設立、運営およ
び株式制企業への改造は1992年の『股 制企業試行弁法』、『股 有限公司規範意見』、『有限責
任公司規範意見』およびそれらと関連する19の法規に基づいてなされてきた。このため、『公司
法』の実施前に設立した株式制企業はいかに『公司法』と調整すればよいかが問題になってい
る。
これを解決するため、1995年７月に、国務院が『公司法』の制定前に設立された各種公司は
期限（1996年12月31日）までに『公司法』に基づいて改善・標準化しなければならないこと、
改善、標準化後は政府の登録機関に再登録の手続きをすべきこととした。
“党15期全代会”における江沢民の報告の中に、（イ）“株式制は現代企業の一種の資本構成
方式であり、所有権と経営権の分離および企業と資本の効率的な利用に役に立ち、資本主義国
家によって使われるし、社会主義国家によっても使われる”、（ロ）国有企業について“標準化
した会社制の改革を実行し、企業を市場に適する法人実体および競争実体に転換させる”、こと
が指摘された。これによって、国有企業に対する「株式制」改造は新しい段階に入った。
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国家統計局が、1998年の上半期に、57881社の国有工業企業に対して株式制改造の調査を行っ
た。その結果、1997年から1998年第一四半期にかけて13726社（23.7％）の国有企業が株式制に
改造された。その内訳を企業形態別にみると、股 有限公司に改造されたのは6.6％、有限責任
公司に改造されたのは43.3％、股 合作企業に改造されたのは総数の20.9％、私営および個体企
業に改造されたのは6.3％、他の企業形態に改造されたのは22.9％であった５２）。すなわち、股
有限公司および有限責任公司は改造されたほぼ半数を占め、国有企業改造の重要な方法であっ
た。
しかし、国有企業の完全な公司への改造は、財産権の所有制度を本格的に改革してこそ実現
しえることがまだ言及されていなかった。このため、『公司法』のもとで進められてきた国有企
業の「株式制」改造の内実では股 有限公司とは名ばかりの新公司が次々と誕生していた。し
たがって、本格的に、（イ）制度の新機軸に基づく国有企業の改革、（ロ）財産権の所有制度を
改革する国有企業の改革、を実行しなければならなくなった。
“党15期４中全会”で大・中型の国有企業の改革には公司制を導入すること、コーポレー
ト・ガバナンスが公司制の核心であることが指摘された。“党16期３中全会”（2003年10月）で、
財産権の帰属、権利・責任の明確化、財産の保護、財産の流動性をもつ現代的な財産権制度を
樹立することが提起され、（イ）制度を変更する国有企業の改革、（ロ）「新しい財産権に基づく」
国有企業の改革、という二条件がようやく着手されるようになった。
７．私営企業
『規定』の第九条では、私営企業について「自然人の投資によって設立し、自然人によって
支配され、雇用労働を基礎とする営利的な経済組織である。『公司法』、『中華人民共和国合 企
業法』５３）、『中華人民共和国私営企業暫定条例』５４）に基づいて登記した私営有限責任公司、私
営股 有限公司、私営合 企業、私営独資企業が含まれる」と説明している。
（ ） 私営独資企業とは、『中華人民共和国私営企業暫定条例』に基づいて、独りの自然
人によって投資され、経営し、雇用労働を基礎とし、投資者が会社債務に対し無限責任を負う
企業である。
（ ） 私営合 企業とは、『中華人民共和国合 企業法』と『中華人民共和国私営企業暫定
条例』に基づいて、２人以上の自然人が、協議によって、共同投資、共同経営を行い、会社債
務に対し無限責任を負う企業である。私営合 企業とは邦訳するならほぼ合名会社であるとい
えよう。
（ ） 私営有限責任公司とは、『公司法』と『中華人民共和国私営企業暫定条例』に基づ
いて、２人以上の自然人によって投資され、独りの自然人によって支配される有限責任公司で
ある。
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（ ） 私営股 有限公司とは、『公司法』に基づいて、５人以上の自然人によって投資さ
れ、独りの自然人によっても支配できる股 有限公司である。
「社会主義的改造」においては、私営企業および生産手段の私有制は否定されていた。しか
し、「改革・解放」以後、個体工商戸（企業）５５）と私営企業を代表とする私有経済が承認され、
定着してきた。1978年以後における私有経済の発展のプロセスについてみていく。ただし、個
体工商戸と私営企業の区別についてはこのプロセスをみていく中においてみていくことにする。
“党11期３中全会”において、農村における商工業、家庭副業および市場が解禁され、これ
によって農村の個体経営が再開された。他方、都市においては上述したように、多くの「上山
下郷」した知識青年の帰還による就職問題が急務になっていた。これを解決するため、1979年
２月の全国工商局の局長会議において、正式な戸籍のある無職の人たちが関連の主管部門の許
可を得た後、人を雇用しないことを条件として、修理、サービス、手工業の個体労働に従事す
ることが認められた（個体工商戸）。同年の年末までに、都市において新起業した個体工商戸は
約10万個であり、その従業員の数は31万にのぼった５６）。
これら個体工商戸の中には、事業の発展によって個人の労働では需要に応じられなくなり、
労働者を雇用することが不可欠になった。しかし、当時の社会背景では労働者を雇用すること
は“搾取”と認識され、禁止されていた。しかしながら、ある経済学者がマルクスの『資本論』
から「８人以下の労働者を雇用することはまだ個体労働者の身分を保つ」という表現を引用し、
これが政治的に認められた。国務院の『城鎮における非農業個体経済に関する若干の政策的な
規定』５７）では個体経営戸について「１人あるいは２人の手伝い人を雇用することができ、精
巧な技術および技芸のある場合には、２人あるいは３人、多くても５人を超えない内弟子を導
入することができる」ということが定められた。これを基に、８人の雇用労働を基準に、個体
工商戸と私営企業を区分するようになった。
1981年の年末までに、全国の個体工商戸の数は101万になった５８）。個体工商戸を代表とする
個体経済の定着に応じて、1982年の新憲法において個体経済は「社会主義的公有制経済の補完
物である」５９）と定められ、“私有財産”に相当するものが「合法的な収入、貯蓄、家屋、その
他合法的な財産」６０）と表現されるようになった。このように、個体経済は合法性が認められ
るようになった。しかし、当時、私営経済についてはまだ提起されていなかった。
個体工商戸による雇用の拡大に伴って、私営企業に対する社会的議論が高まってきた。1986
年の夏に、『光明日報』と『経済日報』とによる会議において、（イ）私営経済の存在および発
展は回避しえないこと、（ロ）私営経済の存在および発展にはメリットが多いこと、（ハ）社会
主義制度のもとでは私営経済を抑制することができるのであり、資本主義制度とはなりにくい
こと、が指摘された。
この方針に基づいて『農村の改革を深く導こう』６１）において私営経済の発展に対して「允
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許存在、加強管理、興利抑弊、逐歩引導」（存在の許可、監督の強化、有利な起業・弊害の除去、
一歩一歩の指導）という“16字”方針がとられた。また、“７期人大１回会議”において憲法の
修正案が採択され（1988年４月12日）、初めて「私営経済」という言葉が憲法に定められた６２）。
これは、1956年以来の中国の経済構成が「全人民所有制経済、集体所有制経済および少数の
個体経済」から「全人民所有制経済、集体所有制経済、個体経済および私営経済」に転換する
ことを意味する。私営経済は合法的な存在となるようになった。
その後、『中華人民共和国私営企業暫定条例』が公表され、私営経済を構成するのは私営企業
であることが定められた。この条例において、私営企業には独資企業、合 企業と有限責任公
司が含まれることが定められた。1989年の年末に、工商行政管理部門によって最初の私営企業
登記が行われ、90581社が登記した６３）。
しかし、1989年から1991年にかけての政治的原因で私営経済がショックを受けた。この結果、
1989年の後半において個体工商戸の数は著しく減少した。1990年の前半において私営企業の数
は8.8万社になった６４）。この時期、多くの私営企業の経営者は企業を無償で国家に譲渡した。
この後、 小平の「南巡講話」において「三つの有利論」６５）が提唱された。これによって、
“党14期全代会”において、“社会主義市場経済の樹立”および生産手段の所有制に関する新た
な方針が提起された。
この方針に応じて、1992年10月20日に国家統計局と国家工商行政管理局が共同で、『経済類型
の区分に関する暫定規定』を制定した。この規定では、経済類型を国有経済、集体経済、私営
経済、個体経済、聯営経済、股 制経済、外商投資経済、香港・台湾・澳門投資経済、其他の
経済に分けている。すなわち、生産手段の所有には、公有制を主体として、９所有制が存在す
ることになる。
また、『社会主義市場経済体制を樹立する若干の問題に関する中共中央の決定』において小型
国有企業を個人に売却できることを一改革法として提起した。これをきっかけに、私営経済が
再び成長することになった。
『公司法』の制定が、私営股 有限公司の設立に根拠を提供した。1992年の『股 有限公司
規範意見』において「公司の発起人は中華人民共和国で設立した法人（私営企業および外商独
資企業を除く）でなければならない。しかし、中外合資経営企業が発起人である場合は、これ
が発起人の三分の一を超えてはいけない。（股 有限公司では）自然人（公民）は発起人となれ
ない」６６）と定められた。すなわち、この意見は国有企業の改革のために制定されたものとい
えよう。
『公司法』において「股 有限公司は、５人以上の発起人を要し、その過半数は、中国国内
に住所を有する者でなければならない。国有企業が股 有限公司に組織を変更するときは、発
起人は５人より少ないことも可能である。ただし、募集設立によらなければならない」６７）こ
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とが定められた。しかし、自然人による股 有限公司の設立が認められたとはいえ、実質的に
はこれを厳しく制限している。
『公司法』の実施後、私営企業の登録が独資企業中心から有限責任公司中心に大きく転換し
た。1989年では、私営企業のうち独資企業は51.18%、合 企業は44.59%、有限責任公司は
4.23%であった。1997年になると、私営企業のうち有限責任公司は46.1%、独資企業は40.3%、
合 企業は13.6%となっている６８）。
ただし、1994年11月18日の「自然人による有限責任公司の設立における登録および監督・管
理に関する国家工商行政管理局の通知」において、（イ）『公司法』の実施前に登録した私営有
限責任公司が『公司法』および『中華人民共和国公司登録管理条例』で定めた条件を満たさな
い場合は、国家が定めた規定に基づいて標準化しなければならないこと、（ロ）自然人を主とし
た申請をし、また自然人による出資額が登録資本の51％以上である有限責任公司は、その登録
および監督・管理をこの条例に基づくことが定められた。
“党15期全代会”において、「非公有制経済はわが国の社会主義市場経済を構成する重要な要
素である」ことが指摘された。これは、社会主義における生産手段の所有は公有制であるとす
る原理の重大な変更といえる。
これを反映して、改定した『統計上における経済構成の区分に関する規定』（1998年９月２日）
では、国有経済と集体経済の公有制経済と私有経済、香港・澳門・台湾経済および外商経済を
包含する非公有制経済の二種類に分けられている。1999年の憲法修正案において「個体経済お
よび私営経済などの非公有制経済は、社会主義市場経済の重要な構成部分である」６９）ことが
定められた。これによって、「個体経済、私営経済は、社会主義公有制経済を補完するものであ
る」という表現が削除された。
1999年８月30日に『中華人民共和国個人独資企業法』７０）が公表され、2000年１月１日から
実施された。これは、個人が単独出資・経営する企業に関する法律がなかった歴史に終止符を
打った。この法により、私営経済を構成する私営独資企業、私営合 企業、私営有限責任公司
および私営股 有限公司に関する法律は整ったことになる。
2002年６月に、中小企業の発展は、都市および郷鎮における就職を拡大し、国民経済の発展
をもたらすので、中小企業の役割の重要性を明示した『中華人民共和国中小企業促進法』が制
定された。中小企業の多くは私営企業であるので、私営企業の発展が政府に重視されるように
なったことを示している。
“党16期３中全会”において、個体経済、私営経済など非公有制経済は生産力発展の重要な
力であるため、これらを積極的に導入しようとした。このため、その発展を制限する法律・法
規および政策を廃止・改正していくこと、および「現代財産権制度を樹立しおよび整備する」
ことが指摘された。
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これに応じて、2004年３月に『中華人民共和国憲法』が修正され71）、「公民の合法的私有財産
は不可侵である」72）ことが定められた。これらによって、私営企業の発展はさらに加速するこ
とになった。
８．其他企業
『規定』の第十条では、其他企業について「上述した第三条から第九条までの以外の其他の
内資経済組織」と説明している。
９．香港、澳門、台湾商投資企業
“港、澳、台商投資企業”と後述の外商投資企業は「改革・開放」後に実施した「外資導入」
という政策によって出現し、定着してきている。ここでは、1978年後の「外資導入」政策、す
なわち外資の利用について関連する法整備のプロセスからみていく。
“文化大革命”の終結後、鎖国政策がいかに国の経済にダメージをもたらしたかが中国のトップ
リーダーたちに認識された。 小平は、1978年９月に「平和共存の五原則を基礎とし、積極的
に世界各国との関係と経済・文化の交流を発展する」ことを提唱した73）。その後の“党11期３
中全会”において、公有制企業に対して「自力更生を基礎とし、積極的に世界各国と平等・相
互利益の経済協力を行い、世界の先進技術および先進設備を努力して採用しよう」という要求
を出した。
『中華人民共和国合資経営企業法』74）の制定は、外商による直接投資（FDI）が解禁された
ことを示す。この法の公表後、香港の美心集団は速やかに対応し、中国の旧国家民航総局と民
間航空で使用する食品を生産する合資企業の設立を合意した。国務院は３回の会議を開いて、
これを許可した。1980年４月４日に、中港（中国大陸と香港）合資北京航空食品有限公司が中
国外国人投資管理委員会によって許可され、1980年５月１日に「改革・開放」後の最初（第一
号）の中外合資企業が設立された。
外資利用の政策に応じて、1982年の『中華人民共和国憲法』において、外国の企業、経済組
織および個人が中国で投資し、中国の企業や経済組織と経済的協力することを許可すること、
その権利と利益が中国の法律の保護を受けることが定められた75）。
その後、『中華人民共和国中外合資経営企業法実施条例』76）において、中外合資経営企業を
設立しえる業種、登録方法と資本の投入方式などが詳しく規定され、外国企業との合資経営が
実施できるようになった。しかし、1979年から1983年の段階においては、法律・法規の未整備、
投資環境やインフラなどの原因で、外商による直接投資は少なかった。外資の利用は、主に間
接的な、いわゆる国際金融機関および外国政府からの貸付の利用であった。
外国の科学技術などを導入するため、1984年３月12日に『中華人民共和国特許法』77）が公表
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され、また、世界各国に多くいる華僑からの投資を誘致するため『華僑投資優遇についての暫
定規定』（1985年４月）が公表された。さらに、『中華人民共和国外資企業法』78）の制定によっ
て、全資本が外国投資者によって出資された企業、いわゆる外商による独資企業の設立が認め
られた。これは外資利用に関する重大な措置であり、「対外開放」の決心と態度を示したもので
ある。
投資の環境の改善、外商による直接投資の激励のために『外商投資奨励に関する国務院の規
定』（1986年10月11日）が公表され、生産した製品を主に輸出とする企業、先進な技術を持つ企
業、という二種類の企業に対して企業所得税の徴収などの優遇を与えた。
“党13期全代会”において国外投資者の合法的利益を保護すること、投資環境をさらに改善
すべきことが指摘され、社会主義経済における外商の投資による企業の地位が認められた。よ
り柔軟な対外経済協力の方式である合作経営企業という形態が提起され、1988年４月13日に
『中華人民共和国合作経営企業法』79）が公表された。
この法を加えて、「三資企業」（中外合資経営企業、中外合作経営企業、外資企業）に関する
法律が整った。
「1987年10月に台湾当局が台湾人の大陸親族訪問を解禁したことを契機に、台湾資本の対大
陸投資が始動したが、それを見計らって、1988年７月３日に『台湾同胞の投資奨励に関する規
定』を公布した。」80）その後、『華僑および香港・澳門投資奨励に関する国務院の規定』（1990
年８月19日）が制定された。
対外経済協力をさらに発展させるため、『中外合資経営企業法』が修正され、『中華人民共和
国外資企業法実施細則』81）、『外商による一定の規模の土地開発経営暫定管理規定』82）などの
法律、法規が次々と制定された。
1984年から1990年の段階において、（イ）大連、天津など14の沿岸都市を対外開放すること
（1984年５月）、（ロ）長江デルタ、珠江デルタ等の地域を対外開放すること（1985年２月）、（ハ）
海南省を経済特区とすること（1988年４月）、（ホ）上海の浦東地区を開発・開放すること
（1990年４月）、（二）交通、エネルギー、通信などのインフラが国の投資によってかなり改善さ
れたこと、などを通じて外国の投資者の信頼を高め、「三資企業」が多く進出してきた。
『公司法』において、「外国資本投資有限責任公司にもこの法律を適用する」83）ことが定め
られた。しかし、外資による投資股 有限公司の設立に関しては『公司法』においてまだ言及
されなかった。
台湾商人による投資の増加に伴い、台湾同胞投資者の投資、投資利益および他の合法な権益
を保護するため、『中華人民共和国台湾同胞投資保護法』84）が制定された。また、『外商投資
股 有限公司の樹立に関する若干問題の暫定規定』85）の制定によって、外資による投資股 有
限公司の設立も認められるようになった。
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1991年から1995年において、 小平の「南巡講話」を契機に、「改革・開放」路線が加速化
され、「三資企業」の進出が高まる発展段階に入った。世界的に有名な企業、いわゆるFortune
500社による中国への進出が増えてきた。1993年において、外商による直接投資の利用は275.15
億ドルであり、アメリカに続いて世界の二番目になった86）。しかも、外資による独資企業の設
立が増加してきた。国家統計局の統計によれば、独資企業が「三資企業」に占める比率は、
1993年において24.5％、1994年において29.2％、1995年において32.9％となった87）。
第九の五ヶ年計画（1996年から2000年）において、国民経済の調整が行われた。これに先立
ってすでに1995年から外資による直接投資に対する全面的な調整が行われた。この調整ではこ
れまでの外資導入における“質より数量を重視し、効率より規模を重視する”というやり方を
変えようとした。
具体的には、旧国家計画委員会、旧国家経済貿易委員会と旧対外貿易経済合作部が共同で
『外商投資方向を指導する暫定規定』と『外商投資産業指導目録』を制定した88）。この規定にお
いて、「外資による投資プロジェクトは奨励、認可、制限、禁止という4項目に分ける。奨励類、
制限類、禁止類に組み入れる外資の投資プロジェクトは＜指導目録＞に載せる」89）ことが定め
られた。
調整の結果、新しく許可された外商によるプロジェクトは1995年の37011から1996年の24529
に減少し、契約した外資の利用額は1995年の912.82億ドルから1996年の732.13億ドルに減少した。
しかし、現実に利用した外資額は1995年の375.21億ドルから1996年の423.5億に増加した90）。調
整の効果は明らかであった。
1996年までに、Fortune 500社の過半数が中国に投資した。外資企業の規模は、1990年代以前
の香港、澳門、台湾と海外華僑の投資を主体とする中小企業から、日本、アメリカとヨーロッ
パ諸国の投資を主体とする大型企業に変り、投資領域は主に工業を中心とする第二次産業に変
わった。
また、外資企業に新しい変化が生じてきた。1997年に、新登録した外資企業21001社のうち、
独資企業は9602社（45.7％）、合資経営企業は9001社（42.9％）、合作経営企業は2371社（11.3％）、
股 有限公司は27社（0.1％）であった91）。独資企業の数が、初めて、合資経営企業の数を上回
り、外商が企業の支配権を重視する姿勢を示している。
さらに、“党15期４中全会”において、国有大中型企業は上場、中外合資および企業間の株式
相互保有などの方法を通じて、株式制の企業に改造することが提起され、一部産業において国
有企業の株式制導入における外資企業の参入が認められるようになった。
21世紀に入って、WTO規則および関係の承諾と関連して、『中華人民共和国外資企業法』、
『中華人民共和国中外合作経営企業法』、『中華人民共和国中外合資経営企業法』が次々と修正さ
れ、外商による投資企業が生産した製品の輸出比率、外貨収支の均衡、生産経営計画の申告な
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どに関する制限が取り消された。外資による投資企業は“国民待遇”を認められることに近づ
いてきた。
また、『外商投資産業指導目録』が、1997年の修正92）を経て、2002年に再修正された93）。新
目録の公表後、外商投資を許可する業種はさらに拡大され、外商による独資企業の設立を許可
する業種は業種全体の87.6％を占めるようになった。ただし、目録の項目数の変化は表四のよ
うに整理できる。
表四　『外商投資産業指導目録』項目数の変遷
出所：各年の『外商投資産業指導目録』に基づき筆者作成。
さらに、国有企業の株式制導入における外資企業の参入を標準化するため、『国または法人が
所有する上場企業の株式を外商に譲渡することに関する関連問題の通知』94）と『外資の利用を
もって国有企業を改造する暫定規定』95）が制定された。
社会主義市場経済にとっての必要性、WTO規則の要求などに適った法律・法規の整備によっ
て、外商による投資企業の発展はさらに加速するであろう。
香港、澳門、台湾商投資企業にはつぎのような企業形態がある。
（ ） 合資経営企業（香港、あるいは澳門、台湾の投資）
合資経営企業とは邦訳するなら「合弁企業」である。
『規定』の第十一条では、合資経営企業について「香港、澳門、台湾地区の投資者と内地企
業が、『中華人民共和国中外合資経営企業法』と関連する法律に基づいて、定款に定められた投
資比率によって設立し、共に利益を享受し、共にリスクを分担する企業である」と説明してい
る。
また、この合資経営企業法において、「合営企業は有限責任公司とする。合資経営企業の登録
資本のうち、外国合資経営者の投資比率は一般に25％を下回ることができない」（第四条）など
が定められた。
（ ） 合作経営企業（香港、あるいは澳門、台湾の投資）
『規定』の第十二条では、合作経営企業について「香港、澳門、台湾地区の投資者と内地企
業が『中華人民共和国中外合作経営企業法』と関連する法律に基づいて、定款に定められた出
資あるいは他の条件で出資し、設立し、共に利益を享受し、共にリスクを分担する企業である」
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と説明している。
ただし、この合作経営企業法第八条では、「他の条件で出資する」について「実物、土地使用
権、工業財産権、非特許権の技術および他の財産権利である」と説明している。
（ ） 香港、澳門、台湾商独資経営企業
『規定』の第十三条では、香港、澳門、台湾商独資経営企業について「『中華人民共和国外資
企業法』と関連する法律に基づいて、内地で香港、澳門、台湾地区の投資者によって全額を投
資され、設立された企業である」と説明している。
（ ） 香港、澳門、台湾商投資股 有限公司
『規定』の第十四条では、香港、澳門、台湾商投資股 有限公司について「国家の関連規定
に基づいて、対外貿易経済部によって承認され、設立される公司である。しかも、香港、澳門、
台湾の投資者によって所有される株数は会社の登録資本の25％以上である股 有限公司である。
香港、澳門、台湾の投資者によって所有された株数が会社の登録資本の25％以下である企業は
内資企業の股 有限公司に属する」と説明している。
10．外商投資企業
外商投資企業にはつぎのような企業形態がある。
（ ） 中外合資経営企業
『規定』の第十五条では、中外合資経営企業について「外国の企業あるいは外国人と中国の
内地の企業が『中華人民共和国中外合資経営企業法』および関連する法律に基づいて、定款に
定められた出資比率によって設立し、共に利益を享受し、共にリスクを分担する企業である」
と説明している。
（ ） 中外合作経営企業
『規定』の第十六条では、中外合作経営企業について「外国の企業あるいは外国人と中国の
内地の企業が『中華人民共和国中外合作経営企業法』および関連する法律に基づいて、定款に
定められた出資あるいは他の条件で出資し、設立し、共に利益を享受し、共にリスクを分担す
る企業である」と説明している。
（ ） 外資企業
『規定』の第十七条では、外資企業について「『中華人民共和国外資企業法』と関連の法律に
基づいて、中国の内地で外国の投資者によって全額を投資され、設立された企業である」と説
明している。
（ ） 外商投資股 有限公司
『規定』の第十八条では、外商投資股 有限公司について「国家の関連規定に基づいて、対外貿
易経済部によって承認され、設立された、しかも外国の投資者によって所有された株数は会社の登
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録資本の25％以上を占める股 有限公司である。外国の投資者によって所有される株数が会社の登
録資本の25％以下である企業は内資企業の股 有限公司に属する」と説明している。
IV むすびに代えて
当初は『企業登記類型の区分に関する規定』の新，旧（1992）対比や、今後の展望などにつ
いても言及する予定であった。しかし、紙幅に制限があり企業形態の紹介に限定せざるをえな
かった。当論文を複数回に分割することも考えられたが、張氏の修学期間などを考慮するなら
分割することは選択できなかった。
張氏が『企業登記類型の区分に関する規定』を邦訳し、さらに関連する文献を参照しながら
それぞれの企業形態の特質を解明することを試みた。不明な個所は二人で検討し、張氏の論述
を伊藤が適切な邦文の表現に修正・訂正をした。
これは「中国における企業形態」を紹介することを主旨とした論文ではある。しかし、中国
企業の史的背景や現状を知る張氏との協同があって初めて実現しえたものであり、単なる紹介
論文以上の意義があるものと考えている。
最後に、張氏の実に真摯な学問への取組には高い評価を惜しみなくするものである。
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注
１）『中国人民政治協商会議共同綱領』（1949年９月29日に中国人民政治協商会議第１期
全体会議採択）第３条。
２）同上。
３）「経済類型」と「企業形態」
「経済類型」とは理解が困難な概念であるが、「経済類型」とは生産手段の所有形態を示す
概念である。
日本の場合、生産手段が公的にも所有されているが、主に、それは私的に所有されている。
この生産手段の私的所有という枠組みの中に、合名会社、合資会社、有限会社、株式会社と
いう企業形態が存在する。
中国における「経済類型」と「企業形態」の関係はこのようなものと理解することができ
るであろう。「経済類型」の中に企業形態があることになる。ただし、中国における生産手段
の所有形態は多様であるので、「経済類型」も多様になる。
４）西野久雄著『民主主義をめざす中国』リーベル出版、1998年、21頁を参照。
５）計画経済のもとでの国営企業は“単位組織”であり、「企業弁社会」を行っていた。国営企
業は経済の役割以外に、政治の役割（従業員に対する政治教育および制御)と社会の役割（従
業員に対する社会福祉の提供）を果たしていた。
６）小宮隆太郎著『現代中国経済－日中の比較考察－』東京大学出版会、1989年、72頁。
７）憲法第15条において、「国家は、・・・計画経済を実行する。」を「国家は、社会主義の
市場経済を実施する。」に改めた。
８）国務院によって1988年６月３日に公表され、1988年７月１日から実施された。
９）1993年12月29日に８期人大常委会５回会議で採択され、同日に人大常委会によって公表さ
れ、1994年７月１日から実施された。
10）会議で採択された『社会主義市場経済体制を樹立する若干の問題に関する中共中央の決定』
による。
11）中国企業史編輯委員会編『中国企業史－現代巻（中）』企業管理出版社、2002年、168頁。
12）1988年４月13日の７期人大1回会議で採択され、同年の８月１日から実施された。
13）1990年５月11日に国務院第59回常務会議で採択され、同年の７月１日から実施された。
14）1991年６月21日に国務院第86回常務会議で採択され、1992年１月１日から実施された。
15）呉敬 著『当代中国経済改革』上海遠東出版社、2004年、93頁。
16）会議で採択された『農村に人民公社を樹立する問題に関する決議』による。
17）1958年12月10日の党８期６中全会で採択された『人民公社に関する若干問題の決議』による。
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18）『評郷鎮企業的発展歴程和“異軍突起”』
（http://www.cass.net.cn/zhuanti/y_party/yd/yd_m/yd_m_026.htm)による。
19）1982年『憲法』の第30条において、中華人民共和国の行政区域が“県、自治県を人民公社、
鎮に分ける”から“県、自治県を郷、民族郷、鎮に分ける”に改めた。
20）呉敬 前掲書、93頁。
21）党8期全代会２回会議で劉少奇の工作報告において提起された。
22）「大躍進」は、毛沢東の“３年でイギリスを追い越せ、10年でアメリカを追い越せ”という
スローガンに応じた、製鋼・製鉄を中心とした運動であった。
23）1958年12月の党８期６中全会において採択された。
24）于鳴超著『全能主義架構中的城市社区与単位』
（http://www.bjsjs.net/news.php?intNewsId=235）による。
25）1960年９月30日に周恩来が審査した国家計画委員会の『1961年国民経済計画制御数字に関
する報告』が中共中央によって公表され、「調整、強固、充実、向上」という“八字方針”が
提起された。1961年１月の党８期９中全会において国民経済に対する調整の“八字方針”が
正式に決定された。
26）『“調整、 固、充実、提高”八字方針和三年調整』（2001年６月26日）
（http://www.people.com.cn）による。
27）『農村合作化運動』（党旗飄々－記念建党80周年専題网站）
（http://njdj.longhoo.net/dj80/ca17531.htm）による。
28）『城郷手工業の若干政策問題に関する中共中央の決定（試行草案）』（1961年６月19日）による。
29）国務院知識青年上山下郷指導グループ起草『25年間にわたる知識青年工作に従事した回顧
および総括』、1981年10月。
30）1980年８月２日からの中共中央による全国労働就職工作会議で議定された『さらに城鎮労
働就職工作をよくしよう』による。
31）1990年２月12日に公表され、1997年12月25日に農業部令第39号によって一部が修正された。
32）1997年８月７日に公表された。
33）『事業単位登記管理暫定条例』（中華人民共和国国務院令第252号、1998年10月25日）の第二
条、第三条では、事業単位について、「事業単位とは、国家が社会公益を目的として、国家機
関あるいは他の組織が国有資産の使用によって行う教育、科学・技術、文化、衛生などの活
動に従事する“社会サービス組織”を指すのである。事業単位は法人でなければならない」
と説明している。
34）1992年１月３日に農業部令第９号によって公表された。
35）1980年７月１日に国務院によって公表された。
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36）1981年２月17日に旧国家機械工業委員会が第二自動車製造工場を基礎とし、杭州自動車製
造工場、広州自動車製造工場、漢陽自動車製造工場、柳州自動車製造工場、重慶自動車製造
工場、貴州自動車製造工場、雲南自動車製造工場、烏魯木斉自動車製造工場を連営した東風
自動車工業聯営公司の成立を許可した。
37）1986年３月23日に国務院によって公表された。
38）1987年12月16日に旧国家体制改革委員会と旧国家経済委員会によって公表された。
39）1991年８月28日に旧国家計画委員会、旧国家体制改革委員会、旧国務院生産弁公室によって制
定された。
40）1997年４月８日に旧国家計画委員会、旧国家経済貿易委員会、旧国家体制改革委員会に
よって制定された。
41）1998年４月６日に国家工商行政管理局によって公表され、同日から実施された。
42）2001年３月15日に９期人大４回会議において採択された。
43）2001年11月17日に国務院弁公庁によって公表された。
44）『公司法』第二条。
45）1994年６月24日に国務院によって公表され、同年の７月１日から実施された。
46）『公司法』第三条。
47）呉敬 著前掲書、148頁を参考とした。
48）『公司法』第三条。
49）1986年12月５日に国務院によって公表された。1990年６月３日に失効した。
50）会議で採択された趙紫陽の『中国特色のある社会主義道路に沿って漸進しよう』と題す
る報告による。
51）ただし、「1988年末には、全国の股 制企業が6000社以上となり、股票によって調達した資
金は60億元であった。また、20省における3800社の株式制改造をした企業に関する調査結果
によると、85％の企業は自社株式を従業員に売り、13.5％の企業は他企業に売り、1.5％の企
業は自社株式を公衆に売った。この調査から分かるように、この時期の株式制改造では主に
従業員持株制を重視し、従業員の企業に対する一心感を高め、企業を活性化しようとした」
徐湘林著『中国国有企業改革：変革中的政府与企業関係』天津人民出版社、2000年を参考。
52）中国企業史編輯委員会編前掲書、221頁。
53）1997年２月23日に人大常務委員会によって公表された。
54）1988年６月25日に国務院令第４号によって公表された。
55）「個体工商戸」という概念が初めて提起されたのは『中華人民共和国民法通則』（1986年４月
12日）においてのである。これの第26条では、「個体工商戸は公民が法律によって定められた
範囲で、法律に基づいて登記した、工商業の経営に従事するものを指す」と説明している。
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その後、『城郷個体工商戸管理暫定条例』（1987年８月５日）の公表によって、個体工商戸は
標準化した法定用語になった。
56）中国企業史編輯委員会編前掲書、295頁。
57）1987年７月７日に国務院によって公表された。
58）「中国私産保護26年記」『南方週末』（2004年３月18日）に掲載。
59）1982年『中華人民共和国憲法』第11条。
60）1982年『中華人民共和国憲法』第13条。
61）1987年１月22日に中共中央政治局によって採択された。
62）『中華人民共和国憲法』1988年修正案の第11条。
63）ただし、「これ以前に、私営経済の発達した浙江省の温州などでは６社の私営企業が登記を
行っていた」中国企業史編輯委員会編前掲書、299頁。
64）「中国私産保護26年記」『南方週末』（2004年3月18日）に掲載。
65）社会主義か資本主義かを判断する基準は生産力の発展、総合国力の強化、人民生活水準の
向上に有利であるかどうかであり、有利であるなら、社会主義と見なすという理論である。
「三つの有利論」は市場経済の導入といった経済の面において威力を発揮してきた。
66）『股 有限公司規範意見』第10条。
67）『公司法』第75条。
68）中国企業史編輯委員会編前掲書、304頁。
69）『中華人民共和国憲法』1999年修正案によって制定された第11条。
70）1999年８月30日に9期人大常委会11回会議で採択された。
71）2004年３月14日の10期人大２回会議において『憲法』の修正案が採択された。
72）『中華人民共和国憲法』2004年修正案によって制定された第13条。
73）呉敬 著前掲書、282頁から引用。
74）1979年７月１日に５期人大２回会議で採択され、同年７月８日に人大常委員会によって公
表され、1990年４月４日の７期人大３回会議と2001年３月15日に９期人大４回会議において、
二回修正された。
75）『中華人民共和国憲法』第18条。
76）1983年９月20日に国務院によって公表され、1986年１月15日に国務院によって一部が修正
された。
77）1984年３月12日に人大常委会によって公表され、1985年４月１日から実施された。
78）1986年４月12日に６期人大４回会議で採択され、同日に人大常委会によって公表され、
2000年10月31日に９期人大常委会18回会議で一部が修正された。
79）1988年４月13日に７期人大１回会議で採択され、同日に人大常委会によって公表され、2000年
10月31日に９期人大常委会18回会議で一部が修正された。
80）凌星光著『中国の経済改革と将来像』日本評論社、1996年、254頁。
81）1990年10月28日に国務院によって許可され、同年の12月12日に旧対外経済貿易部によって
公表された。
82）1990年５月19日に国務院令第56号によって公表され、同日から実施された。
83）『公司法』第18条。
84）1994年３月５日に中華人民共和国主席令第20号によって公表された。
85）1995年１月10日に旧対外貿易経済合作部令第１号によって公表された。
86）中国企業史編輯委員会編前掲書、310、311頁。
87）同上書、344頁。
88）この暫定規定と指導目録は1995年６月７日に同時に公表された。
89）『外商投資方向を指導する暫定規定』第４条。
90）中国企業史編輯委員会編前掲書、316頁。
91）同上書、317頁。
92）1997年12月29日に国務院によって許可され、同年の12月31日に公表された。
93）2002年３月４日に国務院によって許可され、同年の４月１日から実施された。
94）証券監督管理委員会、財政部と旧国家経済貿易委員会が共同で制定し、2002年11月１日に
公表した。
95）旧国家経済貿易委員会、財政部、国家工商行政管理局と国家外匯管理局が共同で制定し、
2002年11月８日に公表した。
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The Chinese Business Organizations
NOBUO  ITO
（Department of Public Policy and Social Studies, 
Faculty of Literature and Social Sciences）
KAN  ZHANG
（The Student of the Graduate School of Social & Cultural Systems）
In this paper we try to explain the Chinese Business Organizations.
We obtained the Report by the National 
Bureau of Statistics of China and the State Administration For Industry & Commerce (1998).
After reading the this Report, we were shocked by the fact that there are various types of Business
Organizations in the China. We think that there are few people who understand the reality of the
Chinese Business Organizations.  
Kan Zhang translated the Report into Japanese and he tried to reveal the specialty of the
Chinese Business Organizations by investigating the relevant literatures. Nobuo Ito corrected the
Japanese translation by Zhang.  We discussed several unknown concepts and terms.
This paper was completed by the collaboration of Nobuo Ito and Kan Zhang.
